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（参考）柱４-１ 地域活動協議会による自律的な地域運営の促進 各区状況 

２年度目標の達成状況 

目標指標：地活協の構成団体が、地域特性に即した地域課題の解決に向けた取組が自律的に進められて

いる状態にあると思う割合

目標 ２年度実績 
２年度目標 

の評価 

３年度目標 

（設定・変更等） 

北区 91.0％ 90.1％ 未達成 92.0％ 

都島区 77.0％ 86.7％ 達成 87.0％ 

福島区 90.0％ 76.1％ 未達成 90.0％ 

此花区 94.0％ 92.8％ 未達成 94.0％ 

中央区 90.0％ 93.9％ 達成 94.0％ 

西区 87.3％ 88.9％ 達成 89.0％ 

港区 94.0％ 93.4％ 未達成 94.0％ 

大正区 76.3％ 87.2％ 達成 87.2％ 

天王寺区 86.0％ 79.8％ 未達成 87.0％ 

浪速区 88.0％ 88.8％ 達成 89.0％ 

西淀川区 87.0％ 84.1％ 未達成 88.0％ 

淀川区 92.0％ 89.3％ 未達成 92.0％ 

東淀川区 78.7％ 81.5％ 達成 84.6％ 

東成区 84.0％ 86.6％ 達成 87.0％ 

生野区 87.0％ 85.4％ 未達成 87.0％ 

旭区 89.5％ 82.9％ 未達成 89.5％ 

城東区 90.0％ 88.9％ 未達成 90.0％ 

鶴見区 90.0％ 91.8％ 達成 92.0％ 

阿倍野区 90.0％ 92.0％ 達成 92.0％ 

住之江区 92.0％ 86.4％ 未達成 92.0％ 

住吉区 81.0％ 87.1％ 達成 88.0％ 

東住吉区 86.0％ 89.5％ 達成 90.0％ 

平野区 88.0％ 88.1％ 達成 88.5％ 

西成区 82.0％ 93.2％ 達成 93.2％ 
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２年度取組の実施状況 

取組①「地域の実情に即したきめ細かな支援」 

区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地域カルテの更
新支援を通じ
て、地活協と情
報共有する。 

・地域の実情に合った形
での作成支援ができる
よう、区から、統計デ
ータを活用して、地域
ごとに年齢別人口等の
情報提供を行った。 

・地域カルテの新たな共
有資料として、各活動
事業の目的や経過を含
めた担当者引継書の作
成を提案し、入力フォ
ーマットを作成した。 

・各地域におけ
る課題の抽出
やその解決に
向けた話し合
いの場がコロ
ナ禍により難
しくなってい
るため、ビデ
オ会議なども
含めた話し合
いの場の支援
が必要であ
る。 

・コロナ禍でも地域内で情
報共有できるようにビ
デオ会議などの場の提
供支援と合わせて、地域
ごとに人口動態などの
地域特性や地域課題、地
活協の運営上の課題や
活動状況などについて、
客観化・明確化するため
の地域カルテの更新支
援を行い、地活協と認識
共有する。（通年） 

都島区 

・地域カルテを充
実させ、各地活
協と課題を共有
する。 

・各地域の若手層を主な
対象とし、全地域一括
でオンラインにより地
域カルテの講習会を実
施した。 

・地域課題に差
異がある中、
全地域一括で
実施したた
め、各地域の
個別課題につ
いて共有でき
なかった。 

・地域カルテ講習会を地域
や対象者を細分化して
行うなど、きめ細やかな
支援を実施する。（通年） 

福島区 

・地活協に対し、地
域ごとの特性や
地域課題を把握
した上で、地域
実情に応じ、活
動の活性化に向
けて支援を実施
する。 

・まちづくりセン
ターなどによる
地活協への支援
の効果検証に基
づき、地域の実
情に即した最適
な支援を行う。 

・地活協の認知度
向 上 を 図 る た
め、ホームペー
ジや広報紙で年
２回以上ＰＲを
行う。 

・まちづくりセンターの
支援に対するアンケー
トを行い、その評価と
これまでの支援効果検
証に基づき、支援内容
の改善につなげた。 

・地域実情に応じ、コロ
ナ禍での総会の書面決
議支援や会計・広報な
ど、分野ごとに強弱を
つけた支援を行った。 

・マンション住民を対象
とした講習会におい
て、地活協の活動を紹
介し、つながりづくり
を行った。 

・ホームページや広報紙
を通じて、年２回以上、
地活協のＰＲを行っ
た。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響によ
り、イベント
や地域活動そ
のものが停止
せざるを得な
い状況となる
ため、地域住
民の交流や参
加参画を促す
ことが困難と
なっている。 

・事業のみでは
なく、事前の
打ち合わせな
どの機会も減
り、地活協の
継続的な活動
が進めづらい
状況にある。 

・コロナ禍の状況を見極め
つつ、地域と新型コロナ
ウイルス感染症対策な
どの情報提供・共有を図
り、活動再開に向けての
問題点や対応を検討す
る。（通年） 

・地域実情に合わせＳＮＳ
等を活用した情報発信
の効果的な支援を行う。
（通年） 

此花区 

・地域カルテの更
新を支援し、地
活協と認識共有
する。 

 

・区役所・まちづくりセ
ンターや区社協と連
携・情報共有し、地活
協で出た課題等を地域
カルテに盛り込むなど
更新を進め、地活協と
認識を共有した。 

・地域担当、ま
ちづくりセン
ターと連携
し、地域課題
等の更新や、
解決に向けた
話し合いの継
続した支援が
必要である。 

・各地活協運営委員会や地
域行事等に参加し、引き
続き地域事情の把握に
努め、各地域の実情に沿
った支援を図っていく。     
（通年） 

中央区 ・地域活動などに ・各地域の課題解決に向 ・転出入が多 ・広報紙の毎月掲載に加
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

関する情報を広
報 紙 に 掲 載 す
る。 

・地域情報などを
Twitter で発信
する。 

・新築マンション
の新たな住民に
対する地域活動
参加に向けた啓
発 物 を 作 成 す
る。 

けた地活協の取組を広
報紙に毎月掲載した。
（12 回） 

・防災訓練などの地域情
報を随時 Twitter で発
信した。（随時） 

・マンション等の建築段
階から地域との関係を
つくるためのガイドラ
インを作成した。 

く、マンショ
ン住民等新た
な流入層が多
いことなど
で、若い世代
をはじめ多く
の人に対し、
つながりづく
りの大切さの
啓発や地域活
動への関心を
持ってもらえ
るきっかけの
周知が十分で
ない。 

え、地域活動の特集記事
を組む。（通年） 

・地域情報などを Twitter
で発信する。（通年） 

・左記ガイドラインを活用
し、新住民と地域をつな
ぐ取組を支援する。（通
年） 

・区庁舎に「地活協コーナ
ー」を設け、地活協の活
動紹介パネルを掲示す
る。（通年） 

西区 

・自治会や町内会、
子ども会など地
縁型団体の活動
状況について、
活動主体と連携
して広報紙・ホ
ームページ等を
通じて区民に広
報し、活動目的
の周知や活動へ
の参加を呼びか
ける。 

・自治会や町内会、子ど
も会など地縁型団体の
活動状況について、活
動主体と連携して広報
紙・ホームページ等を
通じて区民に広報し、
活動目的の周知や活動
への参加を呼びかけ
た。 

・町会加入促進チラシを
発行した。 

― 

・自治会や町内会、子ども
会など地縁型団体の活
動状況について、活動主
体と連携して広報紙・ホ
ームページ等を通じて
区民に広報し、活動目的
の周知や活動への参加
を呼びかける。（15 回以
上） 

港区 

・まちづくりセン
ターによる地域
実情に即した助
言や指導、コー
ディネート等を
通じて、新たな
人材や財源を確
保し、地活協の
活動内容を充実
させながら、自
律的な地域運営
に向けた取組を
支援する。 

・地域実情に合っ
た手法による地
活協の広報活動
を支援するとと
もに、地活協の
認知度向上に取
り組む。 

・人と人とのつな
がりづくりのた
めの啓発や情報
発信、活動を支
援する。 

・自治会・町内会単
位（第一層）で実
施する活動を支
援するほか、第

・地活協の活動や運営の
状況を把握し、それぞ
れの課題を分析し、そ
の課題解決に向けた地
域ごとの支援計画を作
成するとともに、定期
的にまちづくりセンタ
ーと地域に関する情報
共有や適切な支援手法
について検討し、地域
実情に即した支援を行
った。 

・コロナ禍において、オ
ンラインの活用及び環
境整備の支援を行っ
た。 

・Zoom で広報研修会を
開催し、コロナ禍での
広報活動について情報
共有した（11 月）。 

・広報紙、ＳＮＳ、チラシ
配布等により地活協の
活動について情報発信
した。 

・地域活動における専門
学校と地域との連携や
他区地域とのオンライ
ンでの情報交換の場づ

・コロナ禍おけ
る地域活動の
停滞、並びに
地域活動再開
に向けた地域
スタッフのモ
チベーション
確保 

・地活協の活動
拠点となる施
設でのオンラ
イン環境の整
備が十分でな
い。 

・オンライン機
能や操作の習
熟が十分でな
い。 

・自治会・町内
会単位（第一
層）の活動や
ニーズの把握 

・地域と他の活
動主体との連
携における双
方へのメリッ
ト享受 

・コロナ禍における各地域
の活動状況を把握し情
報共有するとともに、適
切な感染防止対策を講
じながら活動再開がで
きるよう地域スタッフ
へアドバイスしながら
地域実情に即した支援
を行う。（通年） 

・地活協の活動拠点となる
施設のネットワークの
構築や導入器材の検討
など、オンライン環境の
整備向けた支援を行う。
（通年） 

・マニュアルの作成などを
通じてオンライン機能
や操作に習熟するよう
支援する。（通年） 

・様々な広報媒体を活用し
て地活協の認知度向上
に取り組む。（通年） 

・日常的な地域活動支援を
行う中で自治会・町内会
単位（第一層）の活動に
関する情報を収集する
とともに、広報紙等で第
一層の活動に対する支
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

一層で様々な活
動ができるよう
情報提供する。 

・地活協と他の活
動主体との新た
な連携が創出さ
れるよう支援す
る。 

くりの支援を行った。 

・マンション管理組合が
実施する防災学習会を
支援するとともに、広
報紙等で気軽に参加で
きる場や活動の情報を
発信した。 

・地域活動の再開に向け
たチェックリストを作
成し、各地域へ情報提
供した。 

援について情報発信す
る。（通年） 

・地域と他の活動主体の課
題やニーズを把握し、連
携によるメリットが双
方に実感されるよう相
互調整や連携創出に向
けた支援を行う。（通年） 

大正区 

・地域包括支援プ
ロジェクトチー
ム会議等を通じ
て、各地域の実
情や地域課題の
把握を進めると
ともに、まちづ
くりセンターと
連携し、「地域カ
ルテ」を活用し
ながら地域実情
に即した支援を
行う。 

・地域包括支援プロジェ
クトチーム会議等を通
じて、各地域の実情や
地域課題を把握した。 

・まちづくりセンターと
連携し、「地域カルテ」
を活用し、各地域の状
況に応じた支援を行っ
た。 

・コロナ禍によ
る会議の書面
開催や各打合
せ会の見合わ
せ等も見られ
た中、地域担
当･まちづく
りセンターと
連携した各地
域の課題等の
把握や解決に
向けた活動を
支援する必要
がある。 

・３年度もコロナ禍の状況
が続く見込みのため、各
地域がオンライン会議
をできる環境整備やス
キル支援を行うことに
より、円滑に会議が運営
され、「地域カルテ」の更
新、地域課題等の把握や
解決に向けた活動がで
きる状態になるよう支
援する。（通年） 

天王寺区 

・まちづくりセン
ターを活用して
地域カルテの更
新を支援し、地
域の実情に応じ
たきめ細かな支
援を行う。 

・地活協において、
より一層民主的
で開かれた組織
運営と会計の透
明性が確保され
るよう、まちづ
くりセンターを
活用した啓発・
支援を行う。（会
計説明会：１回） 

・地活協が独自で
行う情報発信の
取組を、まちづ
くりセンターを
活用して支援す
る。（情報発信支
援： ９地域） 

・まちづくりセンターを
活用して地域カルテの
更新について、備蓄物
資管理簿のひな形を示
し、活用できるものに
していくよう支援を行
った。 

・コロナ禍のため対面で
の会計説明会の開催は
行わず書面での説明書
を地域に配付した。 

・まちづくりセンターを
活用して、地活協のコ
ロナ禍における運営や
各種活動の実施、適正
な補助金活用について
支援を行えるよう意見
交換会を開催した。 

・地域活動を動画で実施
する手法について、地
域に情報共有を行っ
た。 

 

・地域カルテに
ついて、引き
続き更新支援
を行うととも
に地域に内容
の浸透を図っ
ていく必要が
ある。 

・各地活協にお
いて、運営委
員会の開催や
各種活動は自
律的に進めら
れてはいるも
のの、地域の
会計全体を理
解し調整でき
る担い手の育
成が必要であ
る。 

・ポスターやチ
ラシなどの紙
での情報発信
は地域で行え
ているもの
の、Facebook
については活
用促進の支援
が必要であ
る。 

・地域カルテについて、引
き続き更新支援及び内
容の充実に取り組み、地
域への浸透を図る。（通
年） 

・コロナ禍における地活協
の活動手法や課題を共
有するとともに、地域の
会計全体を理解し調整
できる担い手の育成の
ため、会計説明会及び意
見交換会の開催を行う。
（年１回） 

・まちづくりセンターを活
用して、地域活動の
Facebook やポスター・
チラシによる情報発信
の支援を継続して行う。
（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

浪速区 

・気軽に参加でき
る清掃活動、フ
ードドライブや
子ども服リサイ
クルなどの取組
を通じて、子育
て層や若年層へ
のゆるやかなつ
ながりを醸成す
る。（通年） 

・地域行事やイベ
ントを通じて協
力企業や学生な
ど様々な団体と
のマッチングを
図り、地域コミ
ュニティの活性
化 や 地 域 活 動
の、更なる推進
を図る。（通年） 

・国保新規加入者や転入
者に対する地域活動へ
の参加勧奨チラシの配
布や、ＳＮＳ（Twitter・
Facebook）などの活用
により広く参加を呼び
かけた。（通年） 

・マンション住民や外国
人住民をターゲットと
した防災イベント（７
回）や、オンラインを
活用した清掃活動イベ
ント（３回）、フードド
ライブの常設設置（区
内３か所）などを実施
した。 

・企業やＮＰＯ法人、日
本語学校など、多様な
主体と地域のマッチン
グを図り、協働事業を
実施した。（３地域） 

・子育て層や若
年層へのゆる
やかなつなが
りを醸成する
ため常日頃か
らの身近なつ
ながりづくり
に向けた継続
的な取組が必
要である。 

・コロナ禍に即
したより効果
的な手法を検
討する必要が
ある。 

・ＳＮＳや Web を活用し、
マンション住民や子育
て層といった幅広い世
代の住民の地域活動へ
の参加を促す。（通年） 

・防災など各種動画素材を
作成・活用し、マンショ
ン理事会などへの地域
コミュニティ参画に向
けた働きかけを更に強
化する。（通年） 

・各地域の活動や事業、防
災などの啓発イベント
を通じて、企業やＮＰＯ
法人、日本語学校の留学
生や外国人住民等と地
域のマッチングを図り、
つながりづくりを促進
する。（通年） 

西淀川区 

・会計事務を中心
とした地域の実
情に即した全地
域への支援。 

・補助金事業における検
討会及び会計事務説明
会の実施。 

・新型コロナウイルス感
染拡大防止による継続
した地活協活動の推
進。 

・まちづくりセ
ンターと連携
しながら各地
域における課
題の洗い出し
やその解決に
向けた話し合
いが行われる
よう支援する
必要がある。 

・地域支援のカルテの更新
の支援を行う。現状は、
地域と地域担当部署の
みにて共有を行ってい
るが、区役所全体で情報
を共有することで、区役
所内の連携を強化し、福
祉や防災などの地域課
題解決に繋げる。（通年） 

淀川区 

・地域公共人材の
活用に向けての
積極的な情報発
信を行う。 

・ＳＮＳを活用し
た若い世代への
情報発信に向け
た取組を行える
よ う に 支 援 す
る。 

・中間支援組織と
連携し、地域特
性に応じた具体
的なコーディネ
ートを行う。 

・地活協の会議にて、地
域公共人材制度を紹介
した。 

・ホームページの作成支
援を行い、１地活協の
ホームページが作成さ
れた。 

・地域特性に応じた具体
的なコーディネートに
ついて８件行った。 

・コロナ禍で地
域活動が大き
く制限されて
いる中、情報
発信する機会
も減少し、ま
た、地域特性
に応じた支援
についても難
しい面があっ
た。 

・コロナ禍においても実施
可能な地域活動につい
てできるだけ行えるよ
うに他の地域の好事例
等の情報を集めて提供
するなどの地域活動支
援を行う。（通年） 

東淀川区 

・地活協の支援、補
助 金 交 付 を 行
う。 

・地域課題やニー
ズに対応した支
援を行う。 

・地域担当職員に
よる地域防災力

・コロナ禍を踏まえた地
域活動や補助金運用に
係る情報提供等を行う
ため、地活協連絡会議
を開催した。 

・地域活動に係る公式
LINE アカウントの開
設や、ホームページ等

－ 

・引き続き、コロナ禍にお
ける地域活動支援と補
助金の効果的な活用支
援を各地域のニーズに
応じた形で継続する。
（通年） 

・地域担当職員による、コ
ロナ禍における地域防
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

向 上 支 援 を 行
う。 

を活用し、地域活動を
行う上でのお役立ち情
報の発信を行った。 

・地域づくりアドバイザ
ーによる地域へのサポ
ートを行った。 

災力向上支援を継続す
る。（通年） 

東成区 

・地活協の自律状
況及び支援ニー
ズ等の把握・分
析を行い、効果
的な支援を実施
する。 

・全地域を対象にした支
援ニーズ調査結果に即
し、まちづくりセンタ
ーの運営手法を見直し
た。 

・活動の担い手不足解消
を図るため、育成や発
掘の仕組みづくりが進
むよう、地域まちづく
り支援員による、地域
「常駐」型の支援体制
の構築に取り組んだ。 

・「常駐」型の支
援により、持
続可能な地域
活動が継続で
きるよう、担
い手の負担感
について聞き
取り、地域の
人材育成に資
する仕組みと
なるよう働き
かけていく必
要がある。 

・会計や広報アドバイザー
による支援を通じて、担
い手の負担軽減を支援
する。（通年） 

・住民アンケート等による
支援ニーズの把握を通
じ、地域課題を地域カル
テに活かすことができ
るよう支援する。（通年） 

生野区 

・まちづくりセン
ターと協力し、
地域実情に応じ
た支援を行うた
め、まちづくり
協議会（以下「ま
ち協」という。）
のあり方や、地
域内での課題な
どについて話し
合いを進める会
議を開催する。 

・自治会、町内会単
位（第一層）の活
動等を支援し、
身近な地域での
つながりづくり
と地域活動の活
性化を図るとと
もに、市民活動
への支援等を通
じて、様々な活
動主体と地域と
の連携を促進す
る。 

・３地域を対象とした
「地域虎の巻（地域カ
ルテ）会議」を開催し
た。 

・気軽に誰もが参加で
き、交流できる場（ま
ちカフェ）の提供をし
た。 

・まち協による
自律的な地域
運営に向け
て、まちづく
りセンターが
有する専門的
なスキル・ノ
ウハウを活用
しながら支援
を行ってきた
ことで、取組
の増加や自律
度の向上は見
られるもの
の、地域住民
の参加が少な
い地域や、地
域特性に応じ
た取組が進ん
でいない地域
があり、支援
する必要があ
る。 

・中間支援組織と連携し、
地域の実情に即した最
適な支援を行うよう、虎
の巻会議の必要性を地
域に伝え、自主的に運営
できる地域を一つでも
多く増やせるよう支援
していく。（通年） 

旭区 

・各地活協が防犯･
防災、子ども･青
少年、福祉、健
康、環境及び文
化･スポーツの
分野において、
広く住民全般を
対象として行う
事業や地活協の
運営等（組織運
営・会計支援）に

・コロナ禍における地域
活動のあり方（手法、
内容等）についてのア
ドバイス、他区事例の
収集、情報共有等を実
施した。 

・希望のあった地域の会
計実務担当者を対象に
会計事務説明会を開催
した。 

・各地活協のホームペー

・各地域のニー
ズの把握に努
め、実情に即
した支援に取
り組んでいく
必要がある。 

・地域カルテに
ついては、初
版を作成して
から数年が経
過しているた

・各地活協が防犯･防災、子
ども･青少年、福祉、健
康、環境及び文化･スポ
ーツの分野において、広
く住民全般を対象とし
て行う事業や地活協の
運営等（組織運営・会計
支援）に関するアドバイ
スを継続して実施する。
（通年） 

・地活協の活動状況や自律
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

関するアドバイ
スを実施する。 

・既存の各地活協
ホームページを
地域に応じた内
容となるよう支
援する。 

・自治会・町内会単
位（第一層）の活
動等の支援の一
環として、町会
の加入促進に取
り組む。 

ジのリニューアルに向
けて支援した。 

・町会加入促進チラシを
活用して町会加入促進
に取り組んだ。（広報紙
及びホームページに掲
載、転入者パックに同
封、区役所内及び各地
域集会施設に配架） 

め、各地活協
の状況に応じ
て更新を図る
必要がある。 

の状況を把握し、地域カ
ルテ更新の支援などを
通じて地活協と課題を
共有した上で、地域の実
情に即したきめ細かな
支援を行い、より多くの
住民参加を促す。（通年） 

城東区 

・地活協の活動状
況や自律の状況
の把握、地域カ
ルテ更新の支援
などを通じて地
活協と課題を共
有した上で、地
域の実情に即し
たきめ細かな支
援を行い、より
多くの住民参加
を促す。 

・自治会・町内会単
位（第一層）の活
動等を支援し、
身近な地域での
つながりづくり
と地域活動の活
性化を図るとと
もに、市民活動
への支援等を通
じて、様々な活
動主体と地域と
の連携・協働を
促進する。 

・まちづくりセンターに
よる地域カルテ更新に
関し、年間を通じて実
施した。 

・まちづくりセンターに
より、地域課題把握を
意図した独自の住民ア
ンケートを実施した。 

・まちづくりセンターに
より町会加入促進チラ
シを作成し、一部地域
ではポスティングを地
域が担うなど、効果的
な自律支援を実施し
た。 

・多くの取組が
コロナ禍の影
響を受け、計
画どおりの実
施が困難とな
り、当初予定
していた「地
域夏祭り」・
「地域防災訓
練」等の事業
が実施されて
いれば、参加
いただけたで
あろう住民に
対する取組へ
の参加に係る
アプローチが
かなわなかっ
た。 

・地域のＳＮＳや広報紙を
用いた情報発信支援等、
コロナ禍でも可能で、よ
り効果的な活動方法検
討に係る支援を重点的
に実施していく。（通年） 

鶴見区 

・まちづくりセン
ターと連携し、
地域ごとの支援
方策を定め、地
活協の自律運営
に向けた支援を
行う。 

・まちづくりレポートを
活用し、地域、関係団
体等と課題等を共有し
解決に向け支援を行っ
た。 

・町会等の第一層支援の
ため、町会紹介リーフ
レットを作成し、転入
者等へ配付を行った。 

・町会加入率の
向上につなが
る支援の実施
が必要。 

・引き続きまちづくりレポ
ートの更新を行い、地
域、関係団体等と地域の
課題等を共有し、課題解
決に向け、地域の実情に
応じたきめ細やかな支
援を行う。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動の活性
化を図るととも
に、地域の事業
に地域住民が参
加しやすくなる
よ う 支 援 を 行
う。 

・第一層の活動を支援す
るため、リーフレット
の作成や広報紙への掲
載を行った。 

・身近な地域で
のつながりづ
くりと様々な
活動主体と地
域の活性化を
図る必要があ
る。 

・各地活協が作成した地域
カルテを活用して各地
域の課題等を共有し、自
律した地域運営をめざ
し、一方で自律している
地域においては一歩先
の課題を見つけ、より自
律した地域をめざすな
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

ど実情に応じたきめ細
やかな支援を引き続き
行っていく。（通年） 

住之江区 

・地活協の活動状
況や自立状況の
把握、地域カル
テ更新の支援な
どを通じて地活
協と課題を共有
し、地域実情に
即したきめ細や
か な 支 援 を 行
い、より多くの
住 民 参 加 を 促
す。 

・特に次世代の担
い手となる子育
て世帯など若年
層の関心を引く
ため、地活協の
ホームページや
Facebook の 開
設などＩＣＴも
活用しながら、
活動により多く
の住民が参加す
るよう活動紹介
など知名度向上
に向けた取組を
行う。 

・地域カルテの更新支
援。 

・清江子育てサロンの開
催を LINE で周知。 

・新型コロナウ
イルス感染拡
大防止のた
め、ほとんど
の地域活動
が、中止や規
模を縮小して
の実施となっ
ており、広報
紙やＳＮＳで
のイベント開
催案内等の住
民参加や知名
度向上につな
がるＰＲが出
来ていない。 

・事業の対象世代に必要な
情報が届くよう、地域か
らのニーズを聞きなが
ら、ＳＮＳ等を活用し、
事業周知や知名度向上
を図っていく。（通年） 

住吉区 

・若い世代やこれ
まで地域の活動
と関わりが少な
かった人たちの
つながりづくり
を 促 進 す る た
め、「行ってみた
い 」 と 感 じ る
「場」や「機会」
を提供・創出す
る。 

・つながりづくり
の基盤となる町
会への加入を促
進する。 

・防災を切り口に
住民同士のつな
がりづくりを促
進する。 

           

・町会掲示板、各地活協
のホームページ、広報
紙 、 Facebook 、
Instagram、Twitter、
パネル展示、動画での
各地活協における活動
の紹介及びイベント情
報の発信を行った。 

・ホームページや広報紙
による町会加入促進を
行った。 

・転入者や区役所で実施
している健診時に町会
加入促進チラシの配付
を行った。 

・地域活動への関心が低
いマンション住民を対
象に防災訓練（２地域）
を実施し、訓練を通し
て地域活動への参画を
促した。 

・つながりづく
り促進のため
の地域活動を
知らない区民
の 割 合 が
58.1％（区民
意識調査結
果）で半数を
超えており、
活動の認知度
が低い。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響によ
り、行事等の
多くが中止に
なっており、
行事等の場を
活用した加入
促進や情報発
信ができてい
ない。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響により
実施できない

・若い世代など幅広い市民
参画の促進のため、各地
活協発行の広報紙や各
地活協のホームページ・
ＳＮＳを活用した情報
発信に対する支援を行
う。（通年） 

・行事や健診等での加入促
進等に加えて、予防接
種、成人式等、若年層や
子育て層が集まる機会
に町会加入促進や情報
発信を行う。（通年） 

・未実施の地域を優先にマ
ンション防災訓練を実
施し、訓練を通してマン
ション住民の地域活動
参画につなげる。（通年） 

・オンラインを活用した学
習会の開催等により、コ
ロナ禍でもつながりづ
くりが促進できるよう
取り組む。（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

地域があっ
た。 

東住吉区 

・各地活協の活動
状況や自律の状
況の把握及び地
域の実情に即し
た支援を実施す
る。 

・地域における活動の状
況や今後の活動につい
ての聞き取りを行い、
新たな担い手発掘につ
なげるための事業の手
法等、課題解決に向け
た助言や支援事業者の
派遣等の支援を実施し
た。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響によ
り、従来の方
法では出来な
い活動もある
ことから、活
動の形や工夫
等について検
討する必要が
ある。 

・地域の状況を把握するた
め地域での聞き取りを
行い、支援事業者と連携
しながら、課題解決に取
り組む。（通年） 

平野区 

・コロナ禍におけ
る事業実施状況
を把握し必要に
応じて情報提供
する。 

・町会・自治会への
加 入 促 進 の た
め、転入者向け
の周知ビラを配
付する。 

・地活協より、事業実施
の是非と運営方法に関
する相談が多く、まち
づくりセンターととも
に状況を把握し、必要
に応じて情報提供を行
った。 

・町会・自治会への加入
促進のため、転入者向
けの周知ビラを配付し
た。 

― 

・コロナ禍でも実施可能な
事業について、地活協・
まちづくりセンターと
ともに検討し、成功事例
等を積極的に情報収集
し共有する。（通年） 

西成区 

・地域カルテの内
容 充 実 に 向 け
て、直近の人口
データ等を活用
した、地域カル
テ の 更 新 を 行
う。 

・地域カルテの内
容を基に地域課
題を洗い出し、
その課題の解決
に向けた取組を
支援する。 

・直近の国政調査のデー
タを基に各地域の人口
統計資料を作成し、そ
の資料を地域カルテに
反映させるとともに、
地活協の運営委員会に
おいて、地域カルテの
更新内容を共有した。 

・地域カルテに不法投棄
が課題として挙がって
いる地域については、
コロナ禍の影響により
余剰となっている補助
金の有効活用として、
不法投棄対策に関する
取組を支援した結果、
各町会に不法投棄防止
の看板を設置すること
ができた。 

・地域カルテの
意義等に関す
る認知度につ
いて、地活協
の会長等一部
の役員には認
知されている
状況である
が、各構成団
体等では、ま
だまだ認知度
が低い状況に
ある。今後は、
地域カルテに
対する認知度
を向上させる
とともに、地
域カルテを活
用した取組が
実現できるよ
う支援を実施
する必要があ
る。 

・地域カルテの更新につい
ては、人口データ等の活
用に加えて、地域内で話
し合った内容を反映さ
せる等、内容充実と合わ
せて認知度向上に向け
た支援を実施していく。
（通年） 

・より多くの地域で地域カ
ルテを活用した地域課
題の解決に向けた取組
が実現できるよう、地域
カルテの分析等を行う
とともに、その結果に基
づいた新たな地域活動
の計画立案に向けた支
援を実施していく。（通
年） 
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取組②「地活協の意義・求められる機能の理解促進」 

区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・地活協の意義や
求められる機能
について、地域住
民の理解の促進
を図る。 

・地域活動連絡会議や区
政会議の場において、
コロナ禍における地
域活動の事例発表と
合わせて、地活協の意
義や地域活動に求め
られる機能について、
説明を行った。（４回） 

・地活協の構成
団体や地域住
民に地活協に
求められる総
意形成機能や
準行政機的能
について、理
解が深まるよ
う働きかけが
必要である。 

・地活協の意義や求められ
る機能について、地活協
と認識共有し、地域住民
の理解が深まらない原
因を分析した上で課題
を抽出し、地域活動連絡
会議や区政会議の場な
ど機会があるごとに積
極的に発信するととも
に、各地域の課題に応
じ、ＩＣＴや広報紙、掲
示版なども活用しなが
ら、効果的な支援を行
う。（通年） 

都島区 

・広報誌や
Facebook に地活
協に係る情報を
掲載する。 

・広報誌 10 月及び２月
号に掲載した。 

 Facebook での地域情
報発信件数（シェア含
む）77 件。 

 ※緊急事態宣言中の
４、５月及び１～３月
を除くと、毎月 10 件
程度発信 

・情報発信の件
数としては、
左記のとおり
一定数の実績
があるが、地
活協の意義等
の理解を一層
浸透させる必
要がある。 

・引き続き、広報誌や
Facebook 等により 情
報発信を行い、より多く
の地域住民に地活協の
意義等の理解が浸透す
るよう情報発信の内容
の充実を図る。（通年） 

福島区 

・地活協に期待さ
れる総意形成機
能等の趣旨につ
いて、地活協の役
員や各構成団体
に理解いただく
ように「補助金決
算説明会」や「補
助金予算説明会」
の場で理解を促
す。 

・「補助金決算説明会」の
場で、わかりやすい資
料を用いて地活協の
意義等について説明
を行った。 

・「補助金予算説明会」は
新型コロナウイルス
感染症の影響で中止
せざるを得なかった
ため、資料を配付する
ことにより地活協の
意義等について理解
を促した。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響で幅広
く理解促進を
図る場が少な
くなってい
る。 

・新型コロナウイルス感染
症の影響により理解促
進を働きかける場が少
なくなることを想定し、
書面配付した場合でも、
より理解が深められる
よう、資料を改善する。
（下期） 

此花区 

・地活協の活動を
広報紙で紹介す
るとともに、リー
フレットを区民
まつり等で配布
するなど認知度
向上につなげる。 

・区役所の１階や
区民ホールに地
域情報コーナー
を設け、地域行事
等のチラシを配
架する。 

・新型コロナウイルス感
染症の影響により、事
業でのリーフレット
配布はできなかった
が、各地活協の主な活
動内容を広報紙で紹
介した。 

・区役所や区民ホールに
地域情報コーナーを
設け、地域行事等のチ
ラシを配架したり、活
動内容を紹介する壁
新聞を作成・掲示し
た。 

・各地活協の活
動を紹介し、
参加を促すこ
とで、担い手
確保につなげ
る必要があ
る。 

・組織体制が入
れ替わると、
会計等の支援
がより一層必
要となるな
ど、地域ごと
に具体的な支
援内容につい
ての分析・検
討が必要であ

・まちづくりセンターと連
携して広報紙やＳＮＳ
等を使って広く周知し
ていくとともに、会計説
明会や各地域における
会議・行事等で繰り返し
説明して理解促進につ
とめていく。（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

る。 

中央区 

・地域の担い手確
保や人材育成等
への助言・指導を
行う。 

・地活協活性化セ
ミナーを開催す
る。 

・地域の高齢化による担
い手不足や人材育成
等についての助言・指
導を行った。（随時） 

・地活協活性化セミナー
を開催し、「地活協と
は」をはじめ地活協の
意義等を再確認した。
（１回） 

― 

・地域の担い手確保や人材
育成等への助言・指導を
行う。（通年） 

・地活協活性化セミナーを
開催し「地活協の意義・
機能」を繰り返し確認す
ることで、活動者の理解
を促進する。（11 月） 

西区 

・地活協の意義や
求められる準行
政的機能や総意
形成機能につい
て、地活協の役員
や構成団体、地域
住民の理解が深
まるよう働きか
ける。 

・地活協会長会及び地活
協情報共有会等にて
説明を行った。 

・広報紙等において地活
協の活動等を周知し
た。 

・地活協の認知
度の向上を含
めた一層の働
きかけが必要
である。 

・地活協の意義や求められ
る準行政的機能や総意
形成機能について、地活
協の役員や構成団体に
対して都度における会
議等において説明し、ま
た、地域住民の理解が深
まるよう広報紙等によ
り周知する。（通年） 

港区 

・地活協に求めら
れる準行政機能、
総意形成機能に
ついて、役員や構
成団体、地域住民
の理解が深まる
よう積極的に働
きかける。 

・地活協補助金説明会で
役員等に対し趣旨説
明を行い理解度を高
めた（７、12 月）。 

・広報紙に地活協の意
義、求められる機能等
に関する特集記事を
掲載し、情報発信（区
内全戸配布）した（４
月）。 

・役員等の交代
に伴う、新役
員等の理解度
の深化 

・地活協の役員等を対象と
した補助金説明会で地
活協の意義、求められる
機能の理解がより深ま
るよう説明を行う。（上
期・下期で各１回） 

・広報紙に地活協の意義、
求められる機能等に関
する特集記事を掲載し、
情報発信（区内全戸配
布）する。（４月） 

大正区 

・地活協の会議の
場や委員長会等
の様々な機会を
通じて、準行政的
機能に関する資
料を作成し配付
する等、地活協に
求められている
準行政的機能に
関する理解促進
に努める。 

・地活協の会議の場や委
員長会等の様々な機
会を通じて、準行政的
機能に関する資料を
作成し配付する等、準
行政的機能に関する
理解促進を行った。 

・準行政的機能
とともに求め
られている
「総意形成機
能」について、
各地域が発揮
できるよう支
援する必要が
ある。 

・各地域が地域住民、学校
園等と地域課題を共有
し、地域要望として取り
まとめる等、「総意形成
機能」が発揮できる機会
を支援する。（通年） 

天王寺区 

・地活協の役員や
構成団体、住民の
理解が深まるよ
う、まちづくりセ
ンターを活用し
て、意見交換会の
場や、広報紙、広
報板を活用して
地活協の各種活
動の紹介を行う。 

・まちづくりセンターを
活用して課題を共有し
情報交換会を開催し
た。 

・広報紙へ地活協の活動
紹介を行い、広報板へ
活動紹介ポスターの掲
示を行った。 

・オンライン区民まつり
に、まちづくりセンタ
ーを活用し、地域にお
ける地活協の活動・役

・広報紙・広報
板などを活用
して地活協の
周知を行って
いるが、区民
への認知度は
５割を下回っ
ており、地活
協の活動の浸
透を更に推進
する必要があ
る。 

・地活協の役員・構成団体
の方を対象に情報交換
会を開催し、地活協の意
義・機能を定期的に伝え
る。（年１回） 

・ホームページ及び広報紙
に、地活協に交付する補
助金の使途の掲載を行
う。（７月） 

・広報紙を活用して、広く
区民に地活協の紹介を
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

割も盛り込み、地活協
を紹介する動画を作
成・掲載した。 

行う。（通年） 

・広報板に活動紹介のポス
ターを掲示する。（７、
10、１月） 

浪速区 

・地活協の意義や
求められる機能
について、役員や
構成団体を対象
に説明と確認を
行う。（各地域３
回以上） 

・地活協役員や構成団体
を対象に、期初・期中・
期末及び適宜（役員・
担当者交代時）にて説
明と確認を行った。
（各地域３回以上） 

・地活協役員や
構成団体の理
解は深まって
きているが、
地域住民、と
りわけマンシ
ョン住民や若
年層の理解を
深める効果的
な手法を検討
する必要があ
る。 

・コロナ禍に即
したより効果
的な説明・確
認手法を検討
する必要があ
る。 

・地活協の意義や求められ
る機能を説明した動画
を作成するなど、新たな
手法により取り組む。
（通年） 

西淀川区 

・地活協活動の水
平展開に向けた
情報発信。 

・Facebook、ホームペ
ージにて情報発信、
更新作業。 

・地活協の認知
度を向上させ
ることが必要
である。 

・地活協のＰＲポスター等
の作成。（通年） 

・地域ごとの情報発信支援
として、地活協パンフレ
ットの作成を行ってい
る地域などについては、
引き続き作成支援を進
める。（通年） 

・例年広報紙において年に
一度地活協特集記事を
掲載していたが、連続掲
載記事にすることで、よ
り詳細な各地域の活動
を周知する。（通年） 

淀川区 

・広報誌やホーム
ページなどで地
活協の情報を発
信することによ
り、市民活動の理
解促進を図る。 

・各地活協へ認定
要件の確認を行
い、必要な助言を
行う。 

・広報誌にて全地活協の
紹介を行った。 

・転入の多い３～４月期
に各地域の広報誌や
ポスターなどを展示
して、新たに区民とな
られた方々へ地活協
の活動を知る場を設
けた。 

・全地活協へ訪問し、地
活協の認定要件の確
認を行い、助言を行っ
た。 

・コロナ禍で地
域活動が大き
く制限されて
いる中、地域
活動への参加
を呼びかける
機会が少な
く、市民活動
の理解促進を
図る機会が少
なかった。 

・コロナ禍においても実施
可能な地域活動につい
てできるだけ行えるよ
うに支援を行い、地域活
動の情報発信を行える
ようにする。（通年） 

・全地活協へ訪問し、地活
協の認定要件の確認を
行い、助言を行う。（通
年） 

東淀川区 

・地活協の組織運
営と活動が広く
住民等に理解さ
れるように情報
発信力の向上を

・大学連携を活用し、地
域向けスマホLINE講
座を開催した。 

・ホームページ等により

－ 

・引き続き、大学連携等も
活用し、オンラインを主
とした情報発信力向上
の支援と、区からの広報
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

支援する。 

・ホームページ等
を活用した広報
を行う。 

地活協に関する広報
を行った。 

・区役所待合スペースに
おいて地活協ＰＲを
行った。 

を行う。（通年） 

東成区 

・地域活動の継続・
拡充のベースと
なる環境づくり
に向け、自治会・
町内会単位（第一
層）の活動支援と
ともに、地活協の
取組について情
報発信を行う。 

・活動の中核的役割を担
う第一層の活動の活性
化を図るため、町会加
入促進チラシを作成
し、地域に提供すると
ともに、広報紙やＳＮ
Ｓを通じて、地活協の
取組を紹介した。 

・町会を通じた
チラシ配布に
取り組み、組
織内での地活
協の意義や求
められる機能
の理解促進を
図ったが、地
域活動に関心
の薄い層への
周 知 が 難 し
い。 

・町会加入促進チラシを活
用し、イベント広報等と
連動させる等、効果的な
広報事例の共有を図り、
地活協の意義・求められ
る機能の理解促進を図
る。（通年） 

生野区 

・まちづくりセン
ターと協力し、地
域実情に応じた
支援を行うため、
まち協のあり方
や、地域内での課
題などについて
話し合いを進め
る会議を開催す
る。 

・まち協の理事会
や会計説明会を
通じて、より民主
的に開かれた組
織運営と会計の
透明性の確保の
重要性を浸透さ
せる。 

・幅広い世代の住
民が地域活動に
ついて興味を持
ち、地域活動の新
たな担い手へと
つながるよう、ま
ちづくりセンタ
ーと連携しＳＮ
Ｓ等を通じて、各
まち協の特色あ
る活動を発信す
る。 

・３地域を対象とした
「地域虎の巻（地域カ
ルテ）会議」を開催し
た。 

・ブロック担当者会議や
会計説明会を開催し
た。 

・各まち協の事業内容の
紹介や会計状況等を
ホームページにて紹
介した。 

・区役所内にまち協の情
報発信コーナーを設
置した。 

・町会加入促進の案内チ
ラシの配布やホーム
ページでの広報を行
った。 

・まち協の意義
や地活協に求
められる機能
の理解度は、
準行政的機能
（87.0％）、総
意形成機能
（71.9％）と、
まち協構成団
体の理解が促
進されている
が、更なる理
解促進に向
け、引き続き
取り組む必要
がある。 

・まち協の意義や求められ
る機能について理解が
深まるよう、引き続き、
各まち協等が実施して
いる取組を情報発信し、
市民活動への参加を呼
び か け る 。 ま た 、
Facebook 、 Twitter 、
YouTube など多様な媒
体を活用しながら、若い
世代が気軽に参加でき
る場の情報発信に取り
組めるよう中間支援組
織と連携し支援を行う。
（通年） 

旭区 

・各種媒体を活用
して地活協に対
する理解が促進
するよう取り組
む。 

・各地活協の広報紙的媒
体であるかわら版の
作成を支援した。 

・広報紙において地活協
特集及び各地活協の
紹介記事を掲載した。 

・地活協や地域活動につ

・あらゆる世代
の区民や地活
協の役員等に
対し、地活協
の意義や役割
等に関する理
解促進に向け
て取り組む必

・地活協の認知度向上のた
めに、「旭区まちづくり
ガイドブック」等の活用
やより効果的な広報に
取り組む。（通年） 

・地活協の会議等の場を活
用し、地活協の役員等に
対し、地活協の意義や役
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

いての情報を掲載し
た「旭区まちづくりガ
イドブック」を発行
し、関係者と共有する
とともに、区役所や各
地域の会館に配架を
行い、広く区民に周知
を図った。 

・ホームページに掲載し
ている地活協コーナ
ーの内容を随時最新
の情報に更新した。 

・区役所内の地活協コー
ナー（掲示板）のレイ
アウト変更を行い、各
地域の情報を一目で
確認できるように改
良した。 

要がある。 割等に関する理解促進
に向けて取り組む。（通
年） 

城東区 

・地活協の意義や
地活協に求めら
れる準行政的機
能や総意形成機
能について、地活
協の役員や構成
団体、地域住民の
理解が深まるよ
う積極的な働き
かけや発信を行
う。 

・全地活協と区長との意
見交換会を年間２回
実施し、地域ごとの課
題収集と解決に向け
たアドバイスと、関係
機関との解決対応調
整を実施した。 

・ホームページ内の「城
東区情報発信動画城
東チャンネル」で、地
活協会長と区長の対
談動画を撮影し、身近
な地域でのつながり
づくりと地域活動の
活性化の重要性につ
いて、発信した。 

・年間２回の全
地活協区長意
見交換会の実
施はかなった
ものの、コロ
ナ禍の影響を
受けて参加人
数や実施時間
を絞っての開
催となった。
会長を始めと
した参加者が
地域の意見を
集約し、発言
いただいたも
のの構成団体
全体の意見を
広く聞き取る
開催手法検討
が必要であ
る。 

・コロナ禍に対応した区役
所と地域のリモート会
議（ＩＣＴ化）体制整備
を進めて事業、若手層の
意見交換会参加などの
活性化を検討していく。
（通年） 

鶴見区 

・地活協の意義や
求められる機能
について理解が
深まるよう、積極
的な働きかけや
情報発信を行う。 

・準行政機能・総意形成
機能の説明用に作成
したリーフレットを、
各地域の運営委員会
など会議の場で配付
し、地活協の意義・機
能について説明を行
った。 

・役員交代時
に、的確な引
継ぎがなされ
ず、理解度が
低下すること
が多くある。 

・２年度の取組について、
一定効果があったため、
引き続き各種会議等の
場において、説明強化を
図る。（通年） 

阿倍野区 

・地域住民への地
活協の活動に理
解が深まるよう
な支援を行う。 

・地活協の活動紹介を広
報紙やリーフレット
で情報発信を行った。 

・より多くの方
に地活協の活
動を知ってい
ただく場を設
け、理解を深
める必要があ
る。 

・地域住民へ地活協の活動
の動画配信やリーフレ
ットの全戸配布など情
報発信を行い、積極的な
発信を継続する。（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

住之江区 

地活協の意義や地
活協に求められる
準行政的機能や総
意形成機能につい
て、地活協の役員や
構成団体、地域住民
の理解が深まるよ
う地活協会長会や
運営委員会などに
おいて、積極的に発
信する。 

・地活協の意義や準行政
機能、総意形成機能に
ついて、会計事務説明
会において、説明を行
った。 

・新型コロナウ
イルス感染拡
大により、事
業実施が少な
かったため、
地活協役員や
構成団体と接
する機会が少
なかった。 

・Web 会議などＩＣＴを
活用することで、様々な
機会を捉えながら、積極
的に情報を発信する。
（通年） 

住吉区 

・地活協の認知度
向上に向けた情
報発信を行う。 

 

・広報紙や各地活協発行
の広報紙において、各
地活協を紹介すると
ともに、広報板、町会
掲示板、ホームペー
ジ 、 Twitter 、
Instagram、YouTube
を活用し、各地活協の
活動情報を発信した。 

・地活協を知っ
ている区民の
割 合 が
52.8％（市民
局実施調査結
果）にとどま
っており、更
なる認知度の
向上が必要で
ある。 

・各地活協における積極的
な情報発信（ホームペー
ジ、広報紙、ＳＮＳの活
用）への支援を行う。（通
年） 

・ホームページから各地活
協のホームページへ容
易にアクセスできるよ
う工夫するとともに、子
育て世代が集まる場に
おいてもチラシを配布
する等、地活協の認知度
向上を図る。（通年） 

東住吉区 

・地活協の意義や
求められる機能
の理解を促進す
るための広報活
動を行う。 

・地活協の役員や構成団
体に向けて、求められ
る準行政機能や総意
形成機能について説
明を行った。 

・区民に向けて、広報紙
にて地活協の活動や
構成団体の紹介等を
行い、活動の担い手と
しての参加を呼び掛
けた。 

・地域としての
広報活動を促
進する必要が
ある。 

・支援事業者と連携し地域
の広報活動への助言を
行い、実情やニーズに合
わせて広報紙やホーム
ページで活動を紹介す
る。（通年） 

平野区 

・多世代の方が地
域の情報を得る
ことができるよ
う、広報紙等で発
信するとともに、
地活協自身が広
報活動を行える
ようにまちづく
りセンターとと
もに支援する。 

・感染症対策を取りなが
ら実施した事業内容
を広報紙、ＳＮＳで発
信し、地活協の存在を
ＰＲすることに努め
た。 － 

・多世代の方が地域の情報
を得ることができるよ
う、引き続き広報紙等で
発信する。（通年） 

・地活協発信で地域住民に
対して広報活動を行え
るよう、「地活協広報紙」
の作成支援をまちづく
りセンターを活用して
行う。（通年） 

西成区 

・地活協の意義や
求められる機能
の理解促進に向
けて、地活協の役
員や運営委員を
対象とした勉強
会を定期的に実
施する。 

・地活協の役員等の体制
が新しくなった地域
については、改めて地
活協の意義等を説明
するため、月１回行わ
れている運営委員会
に区職員が出席し、勉
強会や質疑応答等を
通じて地活協の理解

・役員や運営委
員の理解度は
高まりつつあ
り、また、地
活協の自律的
な組織運営に
向けた意識も
高まりつつあ
る。今後は地

・引き続き地活協の理解促
進を図る支援を継続す
る。その際に地域資源や
現状の問題点等を洗い
出し、地域課題の解決に
向けた取組が実現でき
るよう、会議を活性化さ
せるためのファシリテ
ーションを実施してい
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

促進を図る支援を実
施した。 

域課題の解決
に向けた取組
を実施する必
要がある。 

く。（通年） 

・地域住民に対する地活協
の理解度促進に向けた
取組として、地活協に関
する情報発信を積極的
に進めるため、ホームペ
ージやＳＮＳ等を活用
した情報発信の強化に
向け支援を実施してい
く。（通年） 
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取組③「区の状況に応じた支援の実施」 

区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

北区 

・区で地活協への
支援の効果検証
を実施し、地域
の実情に即して
支援を行いなが
ら、より多くの
住 民 参 加 を 促
す。 

・コロナ禍の状況に応じ
て地域活動のガイドラ
インを作成し（18 回更
新）、各地域で安心して
地域活動が実施できる
判断材料を提供した。 

・緊急事態宣言下におけ
る地域活動の一環とし
て、家でも百歳体操が
実施できるように、各
地活協と連携し、百歳
体操のＤＶＤの配布事
業を実施した。（670 枚
配布） 

・行政との連絡会議であ
る地域活動連絡会議を
コロナ禍の状況に応じ
てビデオ会議でも実施
できるように接続支援
を行った。（25 名） 

・コロナ禍における地域
活動の新たな提案（①
室内で実施の脳活性化
教室を地域の掲示板を
使って外で行う脳活性
化教室を提案、②室内
で百歳体操が行えない
場合の代替案として、
百歳体操の時間を利用
して公園でラジオ体操
を提案、③室内で食事
サービスを実施できな
い場合の代替案として
配食サービスに変更
し、スタッフのお便り
と返信用の便箋をセッ
トして、手紙を通して、
つながりづくりを支
援）をビデオ会議にて
提案し、地域の実情に
合わせ行える地域活動
の提案を行った。 

・コロナ禍で、
マンション住
民を含め、よ
り多くの住民
参加を促す地
域活動は難し
い状況である
が、地活協へ
の支援の効果
検証に基づ
き、支援内容
を見直しなが
ら、地域の状
況に応じた最
適な支援を実
施する必要が
ある。 

・地活協への支援の効果を
検証し、その結果を地活
協と共有しながら、２年
度取組実績と同様にコ
ロナ禍であっても地域
活動が継続できるよう
に地域活動のガイドラ
インを更新し、また、各
地域の活用事例共有や
新たな地域活動の提案
を積極的に行いながら、
地域の実情に応じたき
め細やかな支援を実施
する。（通年） 

都島区 

・企業やＮＰＯ等
と各地域団体の
連 携 を 促 進 す
る。 

・企業等にアンケートを
送付し、地活協の意義
や趣旨に対する理解、 
地域貢献などの 取組
に理解を示した企業と
地域とのマッチング等
に取り組んだ。 

・アンケート結
果を見ると、
「地活協の意
義や趣旨、活
動内容を知ら
ない」、「地域
貢献の意識が
あっても参画
方法がわから
ない」などの 
意見があっ
た。 

・地活協の意義や趣旨に理
解を示す企業やＮＰＯ
に対して積極的に働き
かけを行うことで具体
的な連携につながるよ
う取組を進める。（通年） 

・地活協を知らない層への
理解の浸透については、
情報発信やアプローチ
方法を含め検討を進め
る。（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

福島区 

【再掲】 

・地活協に対し、地
域ごとの特性や
地域課題を把握
した上で、地域
実情に応じ、活
動の活性化に向
けて支援を実施
する。 

・まちづくりセン
ターなどによる
地活協への支援
の効果検証に基
づき、地域の実
情に即した最適
な支援を行う。 

・地活協の認知度
向 上 を 図 る た
め、ホームペー
ジや広報紙で年
２回以上ＰＲを
行う。 

【再掲】 

・まちづくりセンターの
支援に対するアンケー
トを行い、その評価と
これまでの支援効果検
証に基づき、支援内容
の改善につなげた。 

・地域実情に応じ、コロ
ナ禍での総会の書面決
議支援や会計・広報な
ど、分野ごとに強弱を
つけた支援を行った。 

・マンション住民を対象
とした講習会におい
て、地活協の活動を紹
介し、つながりづくり
を行った。 

・ホームページや広報紙
を通じて、年２回以上、
地活協のＰＲを行っ
た。 

【再掲】 

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響によ
り、イベント
や地域活動そ
のものが停止
せざるを得な
い状況となる
ため、地域住
民の交流や参
加参画を促す
ことが困難と
なっている。 

・事業のみでは
なく、事前の
打ち合わせな
どの機会も減
り、地活協の
継続的な活動
が進めづらい
状況にある。 

【再掲】 

・コロナ禍の状況を見極め
つつ、地域と新型コロナ
ウイルス感染症対策な
どの情報提供・共有を図
り、活動再開に向けての
問題点や対応を検討す
る。（通年） 

・地域実情に合わせＳＮＳ
等を活用した情報発信
の効果的な支援を行う。
（通年） 

此花区 

・地域ニーズを把
握し、地域実情
に沿った支援を
実施していく。 

・各地活協運営委員会な
どに出席し、地域情報
の把握に努めるととも
に、個別の事業におけ
る運営方法の相談や、
新しい担当者への会計
支援などを実施した。 

・地域活動につ
いて、感染症
対策を充分に
行って実施し
た事業がかな
り少なく、他
地域での取組
情報を共有し
た上で、実施
方法を検討す
る必要があ
る。 

・地域担当職員が地域情報
や課題を把握し、地活協
の活動支援を継続し、課
題解決に向けて地域と
情報共有を行っていく。
（通年） 

・感染症対策を充分に行い
ながら事業を実施し、オ
ンラインを取り入れる
など、実施方法を工夫で
きるよう支援する。      
（通年） 

中央区 

・地域カルテを更
新し活用する 

・派遣型地域公共
人材の利用促進
制度と活用事例
を紹介する。 

・更新した地域カルテを
各地域及びまちづくり
センターと共有し、地
域実情に応じた支援を
行った。（随時） 

・課題解決を望む団体と
地域公共人材バンクを
つなげた。（申請件数：
２件（うち派遣実績：
１件）） 

― 

・地域カルテを更新・活用
する。（11 月） 

・派遣型地域公共人材の利
用促進制度と活用事例
を紹介する。（11 月） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

西区 

○地域の実情に即
した自律的な地
域運営を積極的
に 推 進 す る た
め、まちづくり
センターを活用
し、次の取組を
行う。 

・他の地域団体等
との連携や地域
活動への住民の
参加促進を支援
する。 

・地域の資源が有
効に活用され、
各地域の特色や
課題、ニーズに
応じた支援を行
う。 

・主体的に情報発
信できるよう広
報紙作成等の支
援をする。 

・地域カルテを更
新する。 

○区の広報媒体を
活用し、地活協
の活動等を周知
する。 

・地活協構成団体の活動
等を周知した。 

・地活協構成団体に対す
る組織運営支援を行っ
た。 

・企業連携支援を行っ
た。 

・地域資源の有効活用や
地域課題解決のための
地域カルテの更新提供
を行った。 

・各地活協に対して、具
体実践的なまちづくり
センターによる広報支
援を展開した。 

・広報紙等において地活
協の活動等を周知し
た。 

・地活協の認知
度の向上や、
更なる自律に
向けた取組支
援が必要であ
る。 

○地域の実情に即した自
律的な地域運営を積極
的に推進するため、まち
づくりセンターを活用
し、次の取組を行う。 

・他の地域団体等との連携
や地域活動への住民の
参加促進を支援する。
（通年） 

・地域の資源が有効に活用
され、各地域の特色や課
題、ニーズに応じた支援
を行う。（通年） 

・主体的に情報発信できる
よう広報紙作成等の支
援をする。（通年） 

・地活協の認知度を測定
し、各地域、まちづくり
センターと連携して課
題を抽出して地域カル
テを更新する。（通年） 

○区の広報媒体を活用し、
地活協の活動等を周知
する。（通年） 

港区 

・持続的な活動の
ための財源確保
の手法としての
ＣＢ／ＳＢの取
組を支援する。 

・地活協による地
域 課 題 へ の 対
応・解決に向け
た取組を支援す
るため、地域実
情に即して主体
的かつ柔軟に活
用できるよう財
政 的 支 援 を 行
う。 

・コミュニティ回収に関
心がある地域に対し
て、導入に関するアド
バイス等の支援に取り
組んだ（３地域で起
業）。 

・インセンティブ補助制
度を創設し、新規事業
に取り組む地活協へ財
政的支援を実施した。 

・地域実情に合
わせたＣＢ/
ＳＢの取組に
対する支援が
必要である。 

・新型コロナウ
イルスの感染
拡大の影響に
より、事業の
中止や変更を
余儀なくされ
る。 

・まちづくりセンター等と
連携して、地域実情を把
握しながら地域が自律
的に取り組めるよう持
続的な活動のための財
源確保の手法としての
ＣＢ／ＳＢの取組を支
援する。（通年） 

・コロナ渦でも工夫しなが
ら事業が実施できるよ
う他地域の状況等を情
報収集、共有しながら地
域実情に即した支援を
行う。（通年） 

大正区 

・地活協補助金の
活 用 に 係 る 支
援、適正で開か
れた組織運営に
向けた支援に加
え、地域福祉･地
域防災機能の強
化に係る支援を
行う。 

・統括アドバイザーに加
え、防災アドバイザー
を配置し、コロナ禍で
も実施が可能な｢新し
い防災訓練｣の取組に
係る支援を行った。 

・コロナ禍によ
りニーズが高
まっている
｢ＳＮＳ等の
活用による情
報発信｣を支
援する必要が
ある。 

・各地域がＳＮＳ等を活用
し情報発信力の向上を
図ることができるよう、
統括アドバイザー･防災
アドバイザーに加え、広
報アドバイザーを配置
し、必要な支援を行う。
（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

天王寺区 

・まちづくりセン
タ ー を 活 用 し
て、地域の実情
に即した支援を
行う。 

・まちづくりセンターを
活用して各地活協の活
動者へアンケートを配
付し、意見集約を行っ
た。 

・コロナ禍にお
いて各種活動
が行えなかっ
たことによ
り、活動の手
法や補助金活
用についての
支援を必要と
する意見があ
り、各地活協
の実情に応じ
た支援を引き
続き行う必要
がある。 

・引き続き、まちづくりセ
ンターを活用して、ＩＣ
Ｔを活用した活動手法
の紹介や感染対策を講
じてから事業を行う方
法についての助言を行
うなど、各地域のニーズ
及び実情に即した支援
を行う。（通年） 

浪速区 

・地域カルテを活
用した新たな社
会資源の掘り起
こしなど、地域
活動の担い手の
発掘・育成等を
行う。（通年） 

・持続的な地域活
動となるよう、
誰もが気軽に参
加（短時間や短
期間だけ活動に
参加）できるた
めの仕組みや工
夫に関する情報
を提供する。（通
年） 

・区内外の企業・ＮＰＯ
法人等と地域とのマッ
チングを行い、地域活
動を支援した。（11 件） 

・コロナ禍での地域活動
（ドライブスルー方式
による食事サービス、
オンライン会議の実施
など）を支援した。 

・広報紙掲載（12 回）、ま
ちづくりセンターブロ
グ投稿（167 件、27,985
アクセス）を行い、地
域活動への参画を促し
た。（通年） 

・地域活動拠点の環境整
備を実施した。（ＩＣＴ
環境の整備、会計事務
の電子フォーマット統
一化・共有化、会計マ
ニュアルの改訂など） 

・各地域に適し
た担い手確保
や人材育成な
どの取組を支
援する必要が
ある。 

・コロナ禍に即
したより効果
的な手法を検
討する必要が
ある。 

・各地域の取組を収集・発
信し、ノウハウを共有す
る。（通年） 

・引き続き、地域カルテ等
を活用し、各地域の資産
（ヒト・モノ・カネ）を
把握・分析し、担い手確
保や人材育成などの取
組を支援する。（通年） 

西淀川区 

・多様な地域活動
との連携・協働
をするために各
地域内の企業や
活動団体等のニ
ーズ把握に向け
た支援。 

・まちづくりセンターを
活用し各地域内企業や
活動団体に対しアンケ
ート形式によるニーズ
把握。 

・アンケートに
より把握した
区内企業や活
動団体等と地
域の双方のニ
ーズについて
何が連携・協
働できるかを
検討する必要
がある。 

・まちづくりセンターと連
携し、アンケートにより
把握した企業や活動団
体等が地域と連携・協働
できる具体的な内容（防
災訓練やイベントへの
参加、講習会の開催な
ど）を取りまとめ、地域
へ情報共有することで、
双方が連携・協働できる
マッチング等の具体策
を検討・実施する。（通
年） 

淀川区 

・各地域を個別に
訪問し、地域の
役員の方々から
地域課題等を聞
き、支援する。 

・全地活協へ訪問し、課
題等を把握し、支援を
行った。 

・役員の高齢化
や担い手の不
足から特定の
人間に負担が
集中してい
る。 

・全地活協へ訪問し、地域
の役員の方々から地域
課題等を聞き、支援を行
う。（通年） 

・地域活動に参加しやすい
ように住んでいる地域
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

情報がわかる小冊子の
作成に向けて、中間支援
組織と連携し、作成の支
援を行う。（通年） 

東淀川区 

・地域課題やニー
ズに対応した活
動の実施に向け
た支援を行う。 

・地域の実情を把握し、
地域の課題やニーズに
沿った支援を行うこと
を目的として、コロナ
禍による地域活動アン
ケートを実施した。 

・アンケート結果等を踏
まえ、他課や区社協等
の関係先とも連携し、
コロナ禍により休止と
なった事業の再開に向
けた助言等を適宜行っ
た。 

－ 

・引き続き、コロナ禍にお
ける地域の実情を把握
するため、アンケートを
実施し、関係先とも連携
しながら、地域活動の継
続・再開に向けた助言
や、新たな取組に対する
支援等、地域課題やニー
ズに対応した地域活動
の実施に向けた支援を
行う。（通年） 

東成区 

・地活協の自律的
な地域運営に向
け、自主財源獲
得や企業等との
連携、継続的な
広報活動、会計
処理能力の強化
な ど を 支 援 す
る。 

・コロナ禍で、各地活協
の年間事業計画の見直
しが必要となり、地域
への聞き取りを行っ
た。 

・コロナ禍における地域
の事業活動を妨げない
取組が求められたこと
から、ＳＮＳの活用や
Web会議システム導入
など、非対面でのコミ
ュニケーションツール
活用を支援した。 

・非対面でのコ
ミュニケーシ
ョンツール活
用に向けた基
本操作学習や
通信環境設定
など、地域実
情に即して個
別支援を行っ
たが、ＩＣＴ
環境構築に向
けて、引き続
き支援する必
要がある。 

・地域のＩＣＴ環境整備支
援及び、ＳＮＳ活用や
Web 会議システム導入
等のＩＣＴツール活用
を支援する。（通年） 

生野区 

・まちづくりセン
ターと協力し、
地域実情に応じ
た支援を行うた
め、まち協のあ
り方や、地域内
での課題などに
ついて話し合い
を進める会議を
開催する。 

・まち協の理事会
や会計説明会を
通じて、より民
主的に開かれた
組織運営と会計
の透明性の確保
の重要性を浸透
させる。 

・幅広い世代の住
民が地域活動に
ついて興味を持
ち、地域活動の
新たな担い手へ
と つ な が る よ

・まち協と企業等の連携
を行った。 

・ブロック担当者会議を
開催した。 

・連合振興町会長会議に
おいて行政情報の提供
を行った。 

・町会加入促進の案内チ
ラシの配布やホームペ
ージでの広報を行っ
た。 

・まちづくりセ
ンターと協力
し、地域実情
に応じた支援
を受けた団体
が、支援に満
足している割
合（80.9％）と
高い水準を維
持できている
が、より効果
的な支援の実
施に向けて必
要な見直しを
行い、全地域
一律ではな
く、地域の実
情に即した最
適な支援を行
う必要があ
る。 

・中間支援組織と連携し
て、ＮＰＯ、企業、大学
生など地域のまちづく
りに関する様々な活動
主体と地域とのネット
ワークを築く支援を行
う。（通年） 

・中間支援組織と連携し
て、各まち協が地域の現
状を共有する事ができ
るように、ブロックの枠
組みのみにこだわらず
に、まち協間のあらゆる
交流を実施していく。
（通年） 
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

う、ＳＮＳ等を
通じて、各まち
協の特色ある活
動を発信する。
さらに、誰もが
気軽に参加がで
き、交流できる
場を提供し、多
様な人を巻き込
み、新たな地域
活動の担い手を
発掘する。 

旭区 

・コロナ禍におい
て地域活動を継
続していくため
の支援に取り組
む。 

・「コロナ禍における地
域活動再開に向けた、
地域活動ガイドライン 

（旭区 Ver.）」を作成し、
各地域に提供した。 

・他区の事例集を作成
し、各地域に提供した。 

・コロナ禍における地域
活動をテーマに、外部
講師を招き、意見交換
会を開催した。 

・コロナ禍で現
在休止してい
る地域活動に
ついて、再開
に向けた支援
を継続する必
要がある。 

・「地域活動ガイドライン
（旭区 Ver.）」等を活用
するとともに、他区の事
例も参考にしながら、各
地域の活動再開に向け
た支援に取り組む。（通
年） 

城東区 

・まちづくりセン
ター等による地
活協への支援の
効果検証に基づ
き、全地域一律
でなく、地域の
実情に即した最
適な支援を実施
する。 

・まちづくりセンターに
より会計書類作成マニ
ュアルを作成し、会計
担当が交代となった５
地域を対象とした説明
会を行った。 

・自主財源確保に係る支
援（ＣＢ・ＳＢ）につい
て、未実施等の地域に
積極的に働きかけを行
い、新たに３地域でコ
ミュニティ回収が開始
され、９地域でペット
ボトル回収開始がかな
った。 

・自律度が向上
してきた地域
であっても、
今般のコロナ
禍の影響を受
けて役員交代
等においての
スキル伝承に
苦慮している
様子がうかが
えた。全地域
一律でない支
援を意識しつ
つ、地域の状
況変化を敏感
に感じ取り、
必要とされる
最適な支援内
容の選択が必
要である。 

・まちづくりセンターによ
る地域カルテ更新。 

なお、更新にあたって
は、地域課題を確認しな
がら、地域ごとに、「事業
計画支援」が必要なの
か、「広報支援」や「会計
支援」に支援ボリューム
をあてるべきか、等精査
しながら丁寧に取り組
む。（通年） 

鶴見区 

・まちづくりセン
ターと連携し、
地域ごとの支援
方策を定め、地
活協の自律運営
に向けた支援を
行う。 

・６月に各地域ごとの支
援計画を作成し、また、 
11 月に上期の振り返
りを行い、計画の進捗
を確認することで、円
滑な支援ができた。 

・各地域、自律
が進んでいる
が、自律度に
ばらつきがあ
り、底上げ等
が必要。 

・２年度の取組について、
一定効果があったため、
引き続き各地域の支援
計画を作成し、進捗管理
を行い、円滑な支援を行
う。（通年） 

阿倍野区 

・各地域における
課題を抽出し、
その解決のため
の支援を行う。 

・各地域の実情を把握
し、オンライン会議の
支援や動画配信などコ
ロナ禍における事業の

・オンライン会
議を活用し、
コロナ禍にお
いても事業の

・まちづくりセンターと市
民協働担当が連携しな
がら、オンラインについ
て各会館に出張講座な
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区名 ２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 
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支援を行った。 会議等を行う
ことができる
よう支援の必
要がある。 

どのサポートを行うな
ど地域の実情に即した
きめ細かな支援を行う。
（通年） 

住之江区 

・まちづくりセン
ター等による地
活協への支援の
効果検証に基づ
き、地域の実情
に即した企画立
案や運営方法の
ノウハウ伝達等
の支援を行う。 

・地域実情に合わせ、ま
ちづくりセンターの支
援内容を、企画立案や
運営方法のノウハウ伝
達等へシフト。 

・地域の状況を
見極め、地域
の自立を意識
しながら円滑
に支援内容を
変えていく必
要がある。 

・まちづくりセンターの支
援内容を、地域の実情に
応じて Web 会議や動画
配信などＩＣＴを活用
することで、新しい生活
様式を取り入れながら
よりきめ細やかな支援
を 行 っ て い く 。      
（通年） 

住吉区 

・地域の実情に応
じて、地域課題
を自律的に解消
できるよう、ま
ちづくりセンタ
ー等を活用しな
がら支援を実施
する。 

・地活協構成団体
と積極的なコミ
ュニケーション
を図り、全地域
一律ではなく、
地域の実情に応
じた支援を実施
する。 

 

 

・まちづくりセンターに
よる、地活協と民間企
業やＮＰＯ団体等と
のまちづくり交流ラ
イブを実施した。 

・各地活協の会計事務に
係る指導や助言を行う
とともに、広報機能の
強化に向けて各地活協
による広報紙発行等の
支援を実施した。 

・ＣＢ（コミュニティビ
ジネス）の促進に向け
た支援を実施した。 

・地域活動の担
い手確保や人
材育成が不十
分である。 

・各地活協にお
ける自主財源
の確保が必要
である。 

・複雑化する会
計事務処理に
苦慮している
地域が多い。 

・地活協による
広報紙発行が
できていない
地域がある。 

・ＣＢ（コミュ
ニティビジネ
ス）について
も、取り組め
ていない地域
があり自主財
源の確保に苦
慮している。 

・担い手の確保や人材育成
に向け、民間企業やＮＰ
Ｏ団体等との連携・協働
を目的としたまちづく
り交流ライブを実施す
るとともに効果を分析
し、地域課題解決につな
げるよう支援する。（通
年） 

・適正な組織運営に向け、
会計事務に重点をおい
た指導や助言による支
援を行う。（通年） 

・地活協による広報紙発行
ができていない地域へ
実施地域の手法や情報
を提供する等、広報紙発
行に向けた支援を行う。
（通年） 

・自主財源の確保のため、
ＣＢ（コミュニティビジ
ネス）の促進に向けた未
実施地域への情報共有
や働きかけによる支援
を実施する。（通年） 

東住吉区 

・地活協の準行政
機能を発揮する
ため、行政との
連絡調整や、他
地域との情報交
換の場を設定す
る。 

・新規の活動や予算の配
分に対する意思決定等
について説明会を開催
した。 

・他地域との情報交換の
場として会議を開催
し、各地域の課題等を
共有した。 

・地域によって
状況が様々で
あることか
ら、課題の多
い地域に対し
て集中支援を
行う必要があ
る。 

・支援による改善事例等
を、具体事例等を説明会
等で取り上げ他地域へ
も波及するよう取り組
む。（通年） 

平野区 

・まちづくりセン
ターを活用した
自律的な地域運
営 へ 支 援 を 行
い、多世代が交
流できる取組や
住民間のつなが
り の 促 進 を 図

・地活協より、事業実施
の是非と運営方法に関
する相談が多く、まち
づくりセンターととも
に状況を把握し、必要
に応じて情報提供を行
った。 

・コロナ禍にお
ける地域活動
への考え方が
地活協内でも
異なるため、
合意形成がス
ムーズにでき
ないケースが

・各地活協で事業等を行う
にあたり参考となるよ
うな感染症対策に関す
る情報提供を行いつつ、
各地活協が自律的な地
域運営を行えるようま
ちづくりセンターとと
もに支援する。（通年） 
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る。 見受けられ
た。 

・コロナ禍で運営会議の開
催も困難な状況が想定
されることから、各地活
協が取り組みやすい手
法等を地活協・まちづく
りセンターとともに検
討する。（通年） 

西成区 

・２年度より会計
年度任用職員を
活用した区直営
による支援に切
り替え、地域の
自律度の状況に
応じた支援を実
施する。 

・広報活動に力を入れた
い地域については、会
計年度任用職員のスキ
ルを基にホームページ
の立ち上げに関する支
援を行った結果、地域
内でホームページを運
用することができた。 

・他の地活協で
もホームペー
ジの運用に興
味を示してい
ることから、
支援の成果を
水平展開する
必要がある。 

・２年度に実施したホーム
ページの立ち上げに関
する支援の効果検証を
行い、その結果を基に支
援の進め方を改善し、今
後も他の地活協に対し
てホームページに関す
る支援を実施していく。
（通年） 

・ホームページの活用方法
については、会計情報の
公開や地域活動の紹介
以外にも、広告事業等の
ＣＢ／ＳＢや新たな担
い手の確保につながる
ような取組が実現でき
るよう支援を進めてい
く。（通年） 

 

 

  




